














Constitutional Litigation in the Collaborative Approach:
How to Reflect Individual’s Demands in Political Decisions
Takahiro TSUKUDA
〈Key words〉
① Constitutional Litigation　② Trust　③ Demand　④ Fiducial Relationship　⑤ Legal Problem
〈Abstract〉
　The purpose of this paper is to explore the requirements of constitutional litigation and to 
explain the importance of grasping individual’s demands. Although the litigation is not the only 
way to realize the constitutional value, it is easy to define constitutional issues in litigation, and 
the decision gives a universal solution. However, it also implies that plaintiffs have to discuss a 
universal solution （not ad hoc）. Therefore, a proper method to grasp the client’s “demand” is 




































































































































手方 B に対して、A の欲求実現に不利な B の行為を妨げ、有利な行為が行われるよう、B

































































　2.2 で示したような ADR 利用の要因を踏まえれば、訴訟を利用することが望ましい場合が
明確になってくる。
　まず、ここで、フェルスティナーらによる「未認知侵害」の問題を指摘しておきたい








いなかった（Friedman（2008）, p.189）。Brown v. Board of Education of Topeka, 347 U.S. 
483 （1954）に代表される公共訴訟の提起は、いわゆるアフリカ系アメリカ人による公民権
























法 1 条 1 項）、国において適正な処理を特に確保する必要がある第 1 号法定受託事務とされ






































で論じたように、婚外子の法定相続分の事案では、かつて合憲であった民法 900 条 4 号ただ
































訟規則 53 条 1 項）。
　憲法訴訟を提起して具体的な解決を図る場合、それを訴状や準備書面（答弁書など）に具

































































　平成 7 年判決と平成 27 年判決が下された事件には、異なる個別的事情がある。平成 7 年
判決については、婚姻届が受理されなかったため、後夫と連れ子との間の養親子関係の形成





あっても）婚姻中に懐胎したために、その子が前夫の子と推定される（民法 772 条 1 項）と
いう問題（同条 2 項の規定ぶりから「300 日問題」といわれる）が生じた［作花（2016），p.39］。
　このような個別の事情を踏まえると、再婚禁止期間に対する問題の捉え方が変わってくる。
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